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社会保障こ税の一体改革による世帯EIJ負担

野田首lE就任時 (20:1年度)と消費税増税後 (20,6年度)を比較
～ 収入に占ある年4R需1負担割合 ～

(内閣官層による各種負担増の試算よιl作成)

年収額 現役サラリーマン世帯

300万 円 500万円 700万円 900万円

収

入

に
占

め

る

買
担

増

分

の
割

合

}0歳未満の単身 3.7% 3.3% 2.9% 2.8%

10蔵以上の夫、専業主婦 4_6% 4.0% 3.8% 3.5%

40菫以上の夫、専業主婦、子ども2人 8.1% 6.2% 5.3% 4.7%
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40歳未満の単身 1123万円程度 1663万 円程度 219万円程度 2496万 円程度

40餞 以上の夫、専業主婦 1389万円程度 2015万円程度 2633万 円程度 312万円程度

10歳以上の夫、専業主婦、子ども2人 2429万 円程度 311万 円程度 3693万円程度 419万円程度
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-40歳 以上の夫、専業主婦

饗～40歳以上の夫、専業主婦、
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